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強い農業づくり交付金の事業評価結果（平成 23年度評価分）について 

 

 強い農業づくり交付金の事業評価結果（平成 23年度評価分）について、強い農業づくり交

付金実施要綱（平成 17年 4 月 1 日付け 16 生産 8260 号農林水産事務次官依命通知）第 8 の

7により、下記のとおり公表します。 

記 

【公表資料】 

  別紙様式 2号 都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

                          岩手県農林水産部農産園芸課 

 水田農業担当 

                          電話 019-629-5715 



別紙様式２号

１．推進事業（全取組共通）

　　該当無し

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書



２ 整備事業

（産地競争力の強化を目的とする取組用）

（岩手県　平成２２年度）

作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

－ 株式会
社岩手
畜産流
通セン
ター

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

農畜産
物販路
拡大
（牛
肉）

需要に
応じた
生産量
の確保

新たに取
り組む場
合、海外
に向けた
販売拡大
に係る出
荷量又は
出荷額が
占める割
合につい
て３％以
上

0%
（H18
年)

0%
（H20
年)

0.5%
（H21
年)

0.2%
（H22
年)

15.8%
（H22
年)

1.3% シンガポール
向け輸出　H21
年度45頭　H22
年度22頭

農畜産
物販路
拡大
（牛
肉）

生産性
向上

「対米輸
出食肉を
取り扱う
と畜場等
の認定要
綱」に適

合

「対米
輸出食
肉を取
り扱う
と畜場
等の認
定要

綱」に
不適合
（H18
年)

「対米
輸出食
肉を取
り扱う
と畜場
等の認
定要

綱」に
不適合
（H20
年)

「対米
輸出食
肉を取
り扱う
と畜場
等の認
定要

綱」に
不適合
（H21
年)

「対米
輸出食
肉を取
り扱う
と畜場
等の認
定要

綱」に
適合
（H22
年)

「対米
輸出食
肉を取
り扱う
と畜場
等の認
定要

綱」に
適合
（H22
年)

100.0% H22年6月本申
請　　H23年5
月認定

対米輸出向
上認定に係
る施設整備
（牛専用と
畜ラインの
整備、工場
内設備の高
度衛生化）

104,729,100 49,732,000 54,997,100 H21.3.25 海外に向けた販売
拡大は、H22年4月
に発生した口蹄疫
により、10月12日
まで輸出が出
来なかったことか
ら、目標値に達し
なかった。
H23年は、新たな
販売先を確保し、
途切れた物流の流
れを再構築し、販
売促進を図る。

対米牛肉輸出施設
の認定を受けるこ
とができた。

H22年は口蹄疫に
よる牛肉の輸出禁
止により、厳しい
状況となった。
H23年は、新たな
流通業者の開拓
や、販売促進を行
い、牛肉の輸出量
が増となるよう、
県としてもＰＲし
ていくところ。

岩手
町

新岩手
農業協
同組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

野菜
(キャ
ベツ)

需要に
応じた
生産量
の確保

全出荷量
のうち契
約取引割
合を25ﾎﾟｲ
ﾝﾄ増加

5%
（H18
年)

5%
（H20
年)

31%
（H21
年)

48%
（H22
年)

30%
（H22
年)

172.0% 全出荷量
15,358tのう
ち、契約取引
出荷量は
7,403tであ
る。
部会によるエ
コファーマー
推進等の取り
組みが消費地
からの信頼に
つながり、契
約取引も年々
拡大し、安定
的な販路の確
保につながっ
ている。

野菜
(キャ
ベツ)

品質向
上

全出荷量
に占める
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ品
の割合を
30ﾎﾟｲﾝﾄ増
加
ただし、
事業実施
後の全出
荷量(又は
全作付面
積）に占
めるブラ
ンド品の
割合が30%
以上であ
ること。

0%
（H18
年)

0%
（H20
年)

95%
（H21
年)

95%
（H22
年)

30%
（H22
年)

316.7% 従来から「い
わて春みど
り」として販
売してきた
キャベツにつ
いて、さらな
るブランド化
を図るため、
部会でエコ
ファーマー認
証の取り組み
を推進した結
果、エコ
ファーマー取
得者の出荷量
は、全出荷量
の95％を占め
るまでに拡大
している。
ただし、エコ
ファーマー
マークの使用
が停止された
こと等によ
り、マークの
添付による差
別販売は行っ
ていない。

集出荷貯蔵
施設整備

保冷庫：建
坪169坪

保管できる
パレット
数：150パ
レット

101,529,750 48,347,000 53,182,750 H21.3.25 【契約取引の割合
の増加】
・集出荷貯蔵施設
の整備により、安
定した集出荷体制
が整い、契約取引
割合の向上が図ら
れている。

【ブランド品の割
合の増加】・エコ
ファーマーの取得
が進んでいるほ
か、産地一丸と
なって環境にやさ
しい農業に取り組
んでいることが、
消費地からの信頼
確保につながって
いる。
・首都圏のスー
パーにおいて、平
成22年度は７回販
売促進活動を行
い、ＰＲが図られ
た。

【契約取引の割合
の増加】
・安定出荷により
契約取引割合の向
上が図られており
目標達成された。

【ブランド品の割
合の増加】
・エコファーマー
の取得が進んでお
り、ブランド化に
ついては、各種Ｐ
Ｒを実施し消費者
への周知が図られ
ており目標達成さ
れた。

盛岡
市

柴沢稲
作集団
栽培組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
20％以上
低減

16.4
l/t

（H20
年)

15.0
l/t

（H21
年)

13.1
l/t

（H22
年)

10.3
l/t

（H22
年)

54.1% 燃油の使用量
を低減

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

1.89
h/10a
（H20
年)

2.36
h/10a
（H21
年)

1.90
h/10a
（H22
年)

1.89
h/10a
（H22
年)

94.7% 労働時間の増
加割合を10％
以下に抑制し
たものの、成
果目標を達成
できなかった

遠赤外線穀
物乾燥機
50石5基

付帯施設一
式

14,490,000 6,900,000 7,590,000 H21.3.27 ２２年度は，昨年
より乾燥調整に費
やす燃料と時間が
節減できた。
目標値の半分しか
達成できていない
ので，燃料費・乾
燥調整時間の節減
を図る。
天候にも左右され
るが、米の水分含
有量を減少させる
ために適期刈り取
りを行う。

燃油使用量が目標
に達していない。
事業実施主体の評
価で記載している
目標達成のために
取り組む事項が着
実に実施されるよ
う指導していく。

都道府県の評価

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評
価

成果目標の具
体的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

事業実施後の状況①

３年後 目標値 達成率 ２年後

政策目
標②

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

政策
目的

取組
の分
類

成果目標の具
体的な実績②

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

都道府県の評価

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評
価

成果目標の具
体的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

事業実施後の状況①

３年後 目標値 達成率 ２年後

政策目
標②

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

政策
目的

取組
の分
類

成果目標の具
体的な実績②

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率

紫波
町

(農)水
分農産

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
米・
麦・そ
ば

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
14％以上
低減

2.9
l/10a
（H20
年)

2.4
l/10a
（H21
年)

2.4
l/10a
（H22
年)

2.37
l/10a
（H22
年)

94.3% 燃油使用量を
17％削減した
が、目標を達
成できなかっ
た

土地利
用型作
物
米・
麦・そ
ば

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

0.5
h/10a
（H20
年)

0.36
h/10a
（H21
年)

0.36
h/10a
（H22
年)

0.5
h/10a
（H22
年)

380.0% 労働時間が短
縮した

汎用コンバ
イン
2.6m幅　1台

12,690,000 4,028,000 8,662,000 H21.3.27 燃油使用量が減少
し、労働時間が短
縮した。
燃油使用量の低減
が目標に達しな
かった要因は、高
水分作物の収穫が
挙げられる。
計画的な作業によ
り、適期刈取りを
実施し、汎用コン
バイン燃油使用量
の低減を図る。

燃油使用量が目標
に達していない。
目標達成のための
取組を着実に実施
するよう指導して
いく。

紫波
町

（農）
水分農
産

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
米・
麦・そ
ば

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
20％以上
低減

19.4
l/t

（H20
年)

26.4
l/t

（H21
年)

20.5
l/t

（H22
年)

13.8
l/t

（H22
年)

-19.6% 燃油の使用量
を低減できな
かった

土地利
用型作
物
米・
麦・そ
ば

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

2.5
h/10a
（H20
年)

2.0
h/10a
（H21
年)

2.2
h/10a
（H22
年)

2.5
h/10a
（H22
年)

220.0% 労働時間が短
縮した

穀物乾燥調
整施設
50石　4台

7,698,600 3,666,000 4,032,600 H21.3.27 機械の共同化によ
り、作業時間の短
縮が図られた。燃
油使用量の低減を
図ることができな
かった。小麦・そ
ばの取扱量が計画
当初より大きく増
加したこと、小麦
の搬入時の含水率
が高かったことが
要因として挙げら
れる。
計画的な作業によ
り、適期刈取りを
実施し、穀類の含
水率が搬入時に適
正な値なるように
努める。

燃油使用量が目標
に達していない。
事業実施主体の評
価で記載している
目標達成のために
取り組む事項が着
実に実施されるよ
う指導していく。

紫波
町

（農）
小屋敷

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
米・
麦・そ
ば

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
20％以上
低減

21.9
l/t

（H20
年)

25.56
l/t

（H21
年)

21.099
l/t

（H22
年)

13.8
l/t

（H22
年)

9.9% 燃油の使用量
を低減できな
かった

土地利
用型作
物
米・
麦・そ
ば

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

2.5
h/10a
（H20
年)

2.0
h/10a
（H21
年)

2.1
h/10a
（H22
年)

2.5
h/10a
（H22
年)

260.0% 労働時間が短
縮した

穀物乾燥調
整施設
50石　4台

7,745,850 3,688,000 4,057,850 H21.3.27 機械の共同化によ
り、作業時間の短
縮が図られた。燃
油使用量の低減を
図ることができな
かった。そば・小
麦の取扱量が増え
たことと、搬入時
の含水率が高かっ
たことにより、燃
費の向上が図られ
なかった。
計画的な作業によ
り、適期刈取りを
実施し、搬入時に
適正な含水量にな
るよう努める。

燃油使用量が目標
に達していない。
事業実施主体の評
価で記載している
目標達成のために
取り組む事項が着
実に実施されるよ
う指導していく。

紫波
町

暮坪農
業生産
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
20％以上
低減

20.42
l/t

（H20
年)

24.22
l/t

（H21
年)

25.39
l/t

（H22
年)

14.31
l/t

（H22
年)

-81.3% 燃油の使用量
を低減できな
かった

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

2.7
h/10a
（H20
年)

2.7
h/10a
（H21
年)

2.7
h/10a
（H22
年)

2.7
h/10a
（H22
年)

100.0% 労働時間の増
加割合を10％
以下に抑制

穀物乾燥調
整施設
80石　2台

6,464,850 3,078,000 3,386,850 H21.3.25 燃油使用量の低減
が課題。
乾燥機の容量が満
タンに満たない状
態で複数回稼働さ
せたこと、搬入時
の含水率が高かっ
たことが原因。
収穫作業の共同化
を進め、乾燥機の
効率稼働を図る。
また、計画的な収
穫作業により、搬
入時に適正な含水
率になるよう努め
る。

燃油使用量が目標
に達していない。
事業実施主体の評
価で記載している
目標達成のために
取り組む事項が着
実に実施されるよ
う指導していく。



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

都道府県の評価

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評
価

成果目標の具
体的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

事業実施後の状況①

３年後 目標値 達成率 ２年後

政策目
標②

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

政策
目的

取組
の分
類

成果目標の具
体的な実績②

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率

花巻
市

花巻農
業協同
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

畑作
物･地
域特産
物(ﾊﾄﾑ
ｷﾞ､ﾋｴ)

生産性
向上

単収を5％
以上増加

134
kg/10a
（H19
年)

159
kg/10a
（H20
年)

172
kg/10a
（H21
年)

128
kg/10a
（H22
年)

167
kg/10a
（H22
年)

-18.2% ヒエ
199ha
366t
ハトムギ
206ha
154t

畑作
物･地
域特産
物(ﾊﾄﾑ
ｷﾞ､ﾋｴ)

需要に
応じた
生産量
の確保

新たに、
全出荷量
に占める
契約取引
の割合を
5％以上確
保

0％
（H19
年)

40％
（H20
年)

80％
（H21
年)

100％
（H22
年)

60%
（H22
年)

166.7% (株)プロ農夢
花巻との契約

雑穀乾燥調
製施設（建
物1棟291
㎡、集出荷
施設1棟321
㎡、搗精設
備1式）

212,100,000 101,000,000 111,100,000 H20.9.26 乾燥調製施設の機
能強化により、ヒ
エ、ハトムギの作
付拡大が図られ、
雑穀の振興に大き
く役立っている。
成果目標のうち、
単収向上について
は、平成22年度は
台風被害（収穫前
の脱粒、倒伏）
や、猛暑による病
害虫の発生（ハト
ムギ：葉枯病、ヒ
エ：黒穂病、イネ
ミズゾウムシ）に
より減収したこと
から、目標を達成
できなかった。
契約取引の割合に
ついては、平成22
年度に目標の60％
を大きく上回る
100％を達成して
おり、生産基盤の
安定が新規需要者
確保につながって
いる。

ヒエ、ハトムギの
単収向上が目標に
達していない。台
風被害や、猛暑に
よる病害虫の発生
などが原因と考え
られることから、
適正な栽培管理等
が実施されるよう
指導していく。

水稲 水稲 水稲 水稲 水稲

38 - 24.1 38 465.8%

小麦 小麦 小麦 小麦 小麦

38 25.8 28.4 38 352.6%

大豆 大豆 大豆 大豆 大豆

38 26.8 22.9 38 497.4%

分/10a 分/10a 分/10a 分/10a

(H20
年)

(H21
年)

(H22
年)

(H22
年)

北上
市

水押集
落営農
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
22％以上
低減

1.1
l/10a
（H20
年)

0.66
l/10a
（H21
年)

0.76
l/10a
（H22
年)

0.81
l/10a
（H22
年)

117.2% 燃油の使用量
を低減

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

11
分/10a
（H20
年)

10.7
分/10a
（H21
年)

11.2
分/10a
（H22
年)

11
分/10a
（H22
年)

81.8% 労働時間の増
加割合を10％
以下に抑制し
たものの、成
果目標を達成
できなかった

高速田植機
(８条植)

１台

3,900,000 1,300,000 2,600,000 H21.3.18 「農業生産省エネ
ルギー化推進計
画」に基づく取組
みを実践すること
により、燃油使用
量の低減は目標達
成することができ
た。
高速田植機の移動
等に時間を要した
ため、労働時間は
目標達成できな
かった。
計画的な作業によ
り、移動時間等に
要する労働時間の
短縮を図る。

労働時間が目標に
達していない。事
業実施主体の評価
で記載している目
標達成のために取
り組む事項が着実
に実施されるよう
指導していく。

北上
市

道地集
落営農
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

米・
麦・大
豆

3.3
l/t

（H22
年)

2.075
l/t

（H22
年)

-188.2% 収穫作業の稼
働ロス等が生
じて目標を達
成できなかっ
た

米・
麦・大
豆

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
14％以上
低減

2.5
l/t

（H20
年)

2.35
l/t

（H21
年)

生産性
向上

燃油使用量が目標
に達していない。
事業実施主体の評
価で記載している
目標達成のために
取り組む事項が着
実に実施されるよ
う指導していく。

H22年度は、収穫
作業の稼働ロス等
が生じて燃油使用
量削減目標の達成
には至っていな
い。
今後は、「農業機
械の省エネ利用マ
ニュアル」に沿っ
て適正な稼働に努
めるとともに、オ
ペレーターの研修
等により習熟度を
上げる。併せて、
作業ほ場の排水対
策を強化し、燃油
使用量の低減を図
る。

H21.3.99,000,0004,500,00013,500,000汎用コンバ
イン(刈幅

2.0m)
１台

労働時間の増
加割合を10％
以下に抑制

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

都道府県の評価

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評
価

成果目標の具
体的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

事業実施後の状況①

３年後 目標値 達成率 ２年後

政策目
標②

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

政策
目的

取組
の分
類

成果目標の具
体的な実績②

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率

北上
市

煤孫機
械利用
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
22％以上
低減

1.1
l/10a
（H20
年)

0.93
l/10a
（H21
年)

0.8
l/10a
（H22
年)

0.81
l/10a
（H22
年)

103.4% 燃油の使用量
を低減

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

11
分/10a
（H20
年)

11.5
分/10a
（H21
年)

12.1
分/10a
（H22
年)

11
分/10a
（H22
年)

0.0% 労働時間の増
加割合を10％
以下に抑制し
たものの、成
果目標を達成
できなかった

高速田植機
(８条植)

１台

3,650,000 1,216,000 2,434,000 H21.3.14 「農業生産省エネ
ルギー化推進計
画」に基づく取組
みを実践すること
により、燃油使用
量の低減は目標達
成することができ
た。
労働時間の増加割
合を10％以下に抑
制することはでき
たが、目標を達成
することはできな
かった。
圃場の移動や準備
などに時間を費や
していることか
ら、計画的な作業
により、移動や準
備に要する時間の
短縮を図る。

労働時間が目標に
達していない。事
業実施主体の評価
で記載している目
標達成のために取
り組む事項が着実
に実施されるよう
指導していく。

北上
市

（農）
あぐり
ファー
ムふじ
ね

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
12％以上
低減

1.1
l/10a
（H20
年)

0.91
l/10a
（H21
年)

0.84
l/10a
（H22
年)

0.89
l/10a
（H22
年)

123.8% 燃油の使用量
を低減

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

11
分/10a
（H20
年)

26.7
分/10a
（H21
年)

17.7
分/10a
（H22
年)

11
分/10a
（H22
年)

-509.1% 慎重な播種作
業を行ったた
め、目標を達
成できなかっ
た

直播機(８条
植)
１台

3,800,000 1,809,000 1,991,000 H21.3.18 直播機の導入と省
エネ利用マニュア
ルに基づく点検作
業や機械利用によ
り、生産コストの
低減に努めた結
果、燃油使用量削
減目標を達成。直
播技術を導入した
組織であり、播種
作業を確実に行う
ため、速度を遅く
して作業したこと
から、労働時間増
加割合の抑制につ
いては目標を達成
できなかった。作
業の習熟に伴い労
働時間は短縮され
てきていることか
ら、作業の習熟を
進め目標達成に努
める。

労働時間増加割合
の抑制については
目標に達していな
い。事業実施主体
の評価で記載して
いる目標達成のた
めに取り組む事項
が着実に実施され
るよう指導してい
く。

西和
賀町

槻沢農
業機械
共同利
用組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
22％以上
低減

1.1
l/10a
（H20
年)

0.73
l/10a
（H21
年)

0.73
l/10a
（H22
年)

0.81
l/10a
（H22
年)

127.6% 燃油の使用量
を低減

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

11
分/10a
（H20
年)

10
分/10a
（H21
年)

10
分/10a
（H22
年)

11
分/10a
（H22
年)

190.9% 目標以上の達
成となった

高速田植機
（8条)1台

3,675,000 1,166,000 2,509,000 H21.3.18 目標以上に燃油の
使用量が削減さ
れ、経費の削減に
繋がった。

取組が着実に実施
され、燃油使用量
の低減が目標どお
り達成できた。



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

都道府県の評価

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評
価

成果目標の具
体的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

事業実施後の状況①

３年後 目標値 達成率 ２年後

政策目
標②

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

政策
目的

取組
の分
類

成果目標の具
体的な実績②

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率

奥州
市

奥州市 産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

飼料増
産（牧
草）

生産性
の向上

単収を3％
以上増加

3,992
kg/10a
（H18
年)

3,460
kg/10a
（H20
年)

4,950
kg/10a
（H21
年)

3,786
kg/10a
（H22
年)

4,824
kg/10a
（H22
年)

-24.8% ﾗｯﾌﾟｻｲﾚｰｼﾞ
H18年606個
/100kg
H22年525個
/200kg

飼料増
産（牧
草）

生産性
の向上

飼料収
穫・収集
面積を
0.3％以上
増加

15.43
ha

（H18
年)

25.70
ha

（H20
年)

27.73
ha

（H21
年)

27.23
ha

（H22
年)

27.91
ha

（H22
年)

94.6% 飼料収集・収
穫面積を80％
増加

ﾄﾗｸﾀｰ
（86ps）、
追播種機
（2.1m）、
ﾃｯﾀﾞｰﾚｰｷ
(6.3m)、ﾛｰﾙ
ﾍﾞｰﾗｰ(115×
100)、ﾗｯﾌﾟﾏ
ｼﾝ(120×
120)

15,592,500 5,197,000 10,395,500 H20.12.9 作業機の都合によ
る収集面積の限界
と草地の老朽化が
課題であったが、
導入した機械の活
用により、適期刈
取による増収と借
用地における簡易
草地更新による生
産性の向上が図ら
れた。単収におい
ては20％、収集面
積においては80％
と大幅に増加する
ことが出来た。な
お、平成22年度は
消雪の遅れにより
3月中旬までの根
雪状態と、それに
引き続く7月上旬
までの長雨により
初期生育が著しく
遅れた。夏季には
平年を大きく超え
る高温少雨が続
き、県南全域に干
ばつ状態となり牧
草の収量が大幅に
減少した。また圃
場によってはヨト
ウムシノの被害が
発生した。

収量の安定化を図
るため、ローテー
ション等による計
画的な簡易草地更
新の継続実施を推
進する。

奥州
市

(社)岩
手県農
業公社

産地
競争
力の
強化

飼料
基盤
活用
の促
進

牧草 生産性
の向上

飼料自給
率を5％以
上増加

52.76%
（H18
年)

71.86%
（H20
年)

71.62%
（H21
年)

71.62%
（H22
年)

71.21%
（H22
年)

102.2% 飼料自給率を
5％以上増加

草地造成
9.0ha、草地
整備1.5ha、
草地再生改
良1.3ha

6,180,000 3,090,000 3,090,000 H20.11.26 粗飼料の約４割を
他地域等からの購
入等により賄って
いたが、草地造
成、草地整備、草
地再生改良の実施
により粗飼料の自
給率が12％程度向
上し、地域内の飼
料基盤の強化が図
られた。

飼料自給率を更に
高めるため、遊休
農地等の活用によ
る更なる飼料基盤
の強化を推進す
る。

奥州
市

久保集
落営農
組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
の向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
20％以上
低減

13.3
l/t

（H20
年)

12.1
l/t

（H21
年)

10.1
l/t

（H22
年)

10.3
l/t

（H22
年)

106.7% 燃油の使用量
を低減

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
の向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

2.67
h/10a
（H20
年)

1.54
h/10a
（H21
年)

2.50
h/10a
（H22
年)

2.67
h/10a
（H22
年)

163.7% 労働時間の増
加割合を10％
以下に抑制

遠赤外線乾
燥機50石1基

1,950,000 975,000 975,000 H21.3.13 当地区では、担い
手の高齢化と後継
者不足が深刻であ
り、将来的な農地
の維持を目指して
集落営農に取り組
んでいるが、事業
実施により作業時
間の短縮が図られ
た。

取組が着実に実施
され、燃油使用量
の低減が目標どお
り達成できた。



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

都道府県の評価

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評
価

成果目標の具
体的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

事業実施後の状況①

３年後 目標値 達成率 ２年後

政策目
標②

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

政策
目的

取組
の分
類

成果目標の具
体的な実績②

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率

奥州
市

萩森営
農組合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
の向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
20％以上
低減

23.1
l/t

（H20
年)

19.3
l/t

（H21
年)

19.4
l/t

（H22
年)

18.0
l/t

（H22
年)

72.5% 燃油の使用量
を低減

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
の向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

2.80
h/10a
（H20
年)

1.66
h/10a
（H21
年)

3.12
h/10a
（H22
年)

2.80
h/10a
（H22
年)

-14.3% 計画的な受入
ができなかっ
たため、うる
ち米・もち米
の混入を避け
るための乾燥
機内の清掃・
点検回数が多
発し、労働時
間を増加させ
てしまった。

遠赤外線乾
燥機60石2基

5,550,000 2,775,000 2,775,000 H21.3.13 刈取時期が前年度
より早まるととも
に、うるち米・も
ち米が同時に一斉
刈取となっため、
計画的な受入がで
きなかった。
作業に際しては、
うるち米・もち米
の混入を避けるた
め乾燥機内の清
掃・点検回数が多
発し労働時間の増
加を招いた。
また、うるち米に
比べ、もち米の乾
燥に時間を要し、
目標とした燃油量
の低減が実現でき
なかった。
荷受作業を見直
し、籾摺りのオペ
レーターを増員す
るなどして、受入
体制を整備した
い。
うるち米・もち米
の乾燥が重複しな
いように営農組合
内の刈取り時期を
調整するととも
に、好天時の刈取
に心掛け、乾燥に
要する時間を短縮
し、燃油使用量の
低減に努めたい。

燃油使用量、労働
時間の双方が目標
に達していない。
事業実施主体の評
価で記載している
目標達成のために
取り組む事項が着
実に実施されるよ
う指導していく。

奥州
市

南供養
塚集落
営農組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る燃油の
使用量を
20％以上
低減

15.8
l/t

（H20
年)

10.5
l/t

（H21
年)

11.8
l/t

（H22
年)

12.3
l/t

（H22
年)

114.3% 燃油の使用量
を低減

土地利
用型作
物
（稲）

生産性
向上

当該農業
機械等の
利用に係
る労働時
間の増加
割合を

10％以下
に抑制

2.57
h/10a
（H20
年)

2.08
h/10a
（H21
年)

2.31
h/10a
（H22
年)

2.57
h/10a
（H22
年)

201.2% 労働時間の増
加割合を10％
以下に抑制

遠赤外線乾
燥機50石1基

1,950,000 975,000 975,000 H21.3.13 当地区では農業従
事者の高齢化・後
継者不足・未圃場
整備地域のため、
作業効率が悪いな
どの問題が山積み
である。そのよう
な現状の中で、将
来的な農地の維持
を目指して集落営
農に取り組んでい
るところである
が、当事業の実施
により、作業時間
の短縮や燃油使用
量の軽減を図るこ
とができた。

取組が着実に実施
され、燃油使用量
の低減が目標どお
り達成できた。



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

都道府県の評価

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評
価

成果目標の具
体的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

事業実施後の状況①

３年後 目標値 達成率 ２年後

政策目
標②

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

政策
目的

取組
の分
類

成果目標の具
体的な実績②

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率

一関
市

いわい
東農業
協同組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

農畜産
物販路
拡大
（果樹
（りん
ご））

需要に
応じた
生産量
の確保

海外を含
む販路拡
大のう
ち、海外
に向けた
販路拡大
に係る出
荷量又は
出荷額を
60%以上増
加

3,000
箱

/10kg
（H19
年)

2,180
箱

/10kg
（H20
年)

360
箱

/10kg
（H21
年)

1,559
箱

/10kg
（H22
年)

6,000
箱

/10kg
（H22
年)

-48.0% 主要輸出国の
台湾におい
て、他国産の
安いりんごが
入ったために
相場が崩れ、
計画時より出
荷量が48.0%減
少し目標は達
成できなかっ
た。

農畜産
物販路
拡大
（果樹
（りん
ご））

品質向
上

全出荷量
又は全作
付面積に
占める秀
品その他
品質の上
位規格品
（大き
さ、外観
品質等）
の割合を
３ポイン
ト以上増
加

10.9
%

（H18
年)

44.7
%

（H20
年)

55.5
%

（H21
年)

52.4
%

（H22
年)

26.0
%

（H22
年)

274.8% 選果機の導入
により選果集
約がなされた
ことと、選果
機の性能を生
かすことで、
秀品割合は計
画時に比べ
41.5%ポイント
増加し目標は
達成した。

集出荷貯蔵
施設

・りんご選
果機（色彩
熟度判別式2
条、4,200箱

8h/日）
・予冷庫
（683t

（183パレッ
ト分））

224,766,675 107,031,000 13,500,000 104,235,675 H21.3.12 「ふじ」「王林」の小
玉及び下位等級品
の有利販売を目的と
した海外輸出に向け
取組んできたが、平
成22年度は、主要輸
出国の台湾でりんご
相場が大きく崩れ早
期に出荷停止となっ
たことで、大幅に出
荷数量が減少した。
今後は、早期出荷等
の対策や、香港・マ
レーシア等への出荷
により目標達成を目
指したい。秀品率の
向上については、高
性能選果機の活用
で効率的な内部測
定（糖度測定、蜜入
測定、熟度測定）が
可能となった。それ
による付加価値販売
（ギフト商材）を行
い、また販売促進活
動（産地直売）により
収益が拡大した。

施設の導入により
選果集約がなされ
たことに加え、選
果機の性能が活か
されたため、秀品
率が向上し目標を
達成した。
一方、
海外に向けた販路
拡大については主
要輸出国の台湾で
りんご相場が大き
く崩れて早期出荷
停止となったため
目標に達していな
い。
今後、早期出荷等
の対策や、海外で
の(仮称)岩手フェ
ア等販促活動を実
施し、香港・マ
レーシア等への出
荷が着実に実施さ
れるよう指導して
いく。

一関
市

いわい
東農業
協同組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

野菜
(きゅ
うり)

需要に
応じた
生産量
の確保

全出荷量
のうち契
約取引割
合を25ﾎﾟｲ
ﾝﾄ増加

15
%

（H19
年度）

21.0
%

（H20
年度）

12.8
%

（H21
年度）

10.9
%

（H22
年度）

40
%

（H22
年度）

-16.4% 生育最盛期が
猛暑で経過
し、後半の出
荷量が激減し
たことで、契
約販売の期間
及び数量を減
少させる結果
となり、H22は
全出荷量の
10.9％に止ま
り、目標を達
成できなかっ
た。

野菜
(きゅ
うり)

品質向
上

全出荷量
に占める
ブランド
品の割合
を30ポイ
ント増
加。ただ
し、事業
実施後の
全出荷量
（又は全
作付面
積）に占
めるブラ
ンド品の
割合が30%
以上であ
ること。

0
%

（H19
年)

61.3
%

（H20
年)

52.3
%

（H21
年)

50.8
%

（H22
年)

30
%

（H22
年)

169.3% 東京都生産者
情報提供食品
事業登録制度
の認証を活用
し、食品の安
全・安心を前
面に押し出し
たブランド商
品の販売展開
をしており、
H22は全出荷量
のうち359ｔを
出荷し、目標
を達成した。

集出荷貯蔵
施設
・きゅうり
選果機（１
条８列）
・処理量
105,840本/
日

H21.3.12 産地のブランド化及
び契約取引の拡大
を図るため、きゅうり
選果機を導入したこ
とで、産地の生産拡
大に伴う効率的な選
果作業が可能となっ
た。
しかし、H22は例年
にない猛暑の影響に
より、高温障害による
奇形果の発生や、褐
斑病等の被害により
収穫量が減少したほ
か、契約で取り決め
た品質・規格の数量
を確保することがで
きず、契約取引割合
の成果目標を達成
することができなかっ
た。
露地栽培中心でか
ん水装置を導入して
いない農家が多いこ
とから、かん水装置
等の設置支援と栽培
講習会や巡回指導
による栽培技術指導
を通じて、猛暑に負
けない契約取引先
ニーズに対応した安
定的な生産体制を確
立し、成果目標の達
成に向けた取組を推
進する。

ブランド化割合の
成果目標は達成さ
れたが、契約取引
割合の成果目標は
達成されなかっ
た。
これは、夏季の例
年にない猛暑の影
響により、高温障
害による奇形果の
発生や、褐斑病等
の被害により収穫
量が減少し、契約
に見合った品質・
数量を確保できな
かったことによ
る。
当該産地は露地栽
培中心でかん水装
置を導入していな
い農家が多いこと
から、かん水装置
等の設置支援と生
産者への栽培技術
指導の強化を図
り、夏場の猛暑対
策を講じる必要が
ある。
今後、市やＪＡと
の連携を一層強化
し、栽培講習会や
巡回指導を通じた
栽培技術指導を充
実させるほか、猛
暑対策に必要なか
ん水設備等資材の
購入を支援するこ
とで、成果目標達
成に向けた取組に
対する支援・指導
を図る。

63,945,000 30,450,000 33,495,000



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

都道府県の評価

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評
価

成果目標の具
体的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策目
標①

事業実施後の状況①

３年後 目標値 達成率 ２年後

政策目
標②

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

政策
目的

取組
の分
類

成果目標の具
体的な実績②

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率

軽米
町

（社）
岩手県
農業公
社

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた
総合
的推
進

飼料増
産（ﾃﾞ
ﾝﾄｺｰ
ﾝ）

生産性
の向上

飼料収
穫・収集
面積を

0.5ｈａ以
上増加

6.0
ha

（H20
年)

6.0
ha

（H21
年)

10.0
ha

（H22
年)

10.0
ha

（H22
年)

100% 飼料収穫・収
集面積が4ｈａ
増加

飼料増
産（ﾃﾞ
ﾝﾄｺｰ
ﾝ）

生産性
の向上

飼料自給
率を2％以
上増加

65.6
%

（H20
年)

65.6
%

（H21
年)

74.4
%

（H22
年)

74.4
%

（H22
年)

100.0% 資料自給率が
計画時から比
較すると13.4
ポイント増加
した

細断型ﾛｰﾙ
ﾍﾞｰﾗ
（85×100）
ﾗｯﾋﾟﾝｸﾞﾏｼｰﾝ
（100×
100）

6,930,000 3,220,000 3,710,000 H21.3.19 受託組織を育成す
る目的で機械導入
を図ったところで
あり、機械導入
後、受託組織が設
立され、収穫時期
における作業実演
会を通じた農家へ
のＰＲが活きたた
め、作業面積4ha
以上の増加は達成
された。

事業導入を契機に
受託組織が設立さ
れ、その翌年には
作業面積が計画時
に比し、4ha増加
したことで目的は
達成されている。

107.2%

  （注）１　別紙様式1号の２－１に準じて作成すること。

　　２　要領第1の（２）の（ア）及び（イ）場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　３　別添として、各事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均達成率 総合所見
・　計画どおりの取組みが着実に行われ目標達成している事業がある一方で、情勢変化や天候不順などの要因により、計画どおりの取組みが実施できず目標達成できなかった事業もある。
・　目標達成できなかった事業実施主体には、計画どおりの取組みが実施できなかった要因への対処を確実に実施するよう指導を行い、産地競争力の強化を図る。



（経営力の強化を目的とする取組用）

都道府県名 岩手県

目標年

57人
(平成22年度)

57人 1300.0%

663.8ha
(平成22年度)

663.8ha 121.8%

農地の利用集積
率

61.6%
(平成22年度)

61.6% 121.9%

１組織 １組織 100.0%

１組織 １組織 100.0%

28.6ha 28.6ha 147.6%

57.2% 57.2% 147.6%

１組織 １組織 100%

１組織 １組織 100%

28.0ha 28.0ha 85.0%

農地の利用集積
率

90.9% 90.9% 84.6%

１組織

１組織

26.0ha

84.4%

報告年度 平成22年度

成果目標

認定農業者の育成

担い手への農地利用集積

水田・畑作経営所得安定対策への
加入

集落営農組織の設立

水田・畑作経営所得安定対策への
加入

農用地の利用集積

事業実施
年度

市町村名 地区名
　　点検結果及び講じようとする措置又は点検評価及び
　　講じようとする指導

当該年度の
目標（Ａ）

Ａに対する
達成率

目標値

計画時

整備事業の
取組内容

　本施設の整備に併せて、過剰な設備投資を回避した経営試
算を提示するなど、本施設の有効活用を推進しながら、奥州市
で配置している「認定農業者指導マネージャー」を中心に担い
手の経営改善指導を実施したことにより、成果目標を上回った
認定農業者が育成確保された。
　また、その結果として、認定農業者等の意欲的な担い手による
規模拡大が促進され、農地利用集積についても目標を達成し
た。

18～19 奥州市 稲瀬 経営構造対策

36.5%
(平成17年度)

55人
(平成17年度)

393.2ha
(平成17年度)

21 花巻市

　当組織は、集落内で話し合い、地域農業の将来を見据えた場
合、組織の設立が必要であるとの結論に至り、平成20年3月に設
立された。その話し合いの中で、当該組織の経営基盤を強化す
るため、組織への農地集積を進めることや、国の各種制度へ加
入することを申しあわせ、地域が一丸となって活動してきたことか
ら、目標が達成されているところ。

集落営農育成・確保
緊急整備支援

　当該地区は畜産農家が多いため、集落営農組織の自助により
不作付地を圃場整備し、牧草を作付して利用集積を図ることとし
ていたが、作業途中に強湿田であることが分かり、作業が難航し
たこと等から、圃場整備に予想以上の時間を要してしまい、結果
として、目標年に利用集積の成果目標を達成できなかった。
　平成23年度は、東日本大震災によって、事業実施主体の集積
農地に、畦畔の崩れや法面のひびなどの被害が多数発生した
ため、その農地の復旧作業に労力を割く必要があり、不作付地
の圃場整備作業を中断せざるを得なかった。また、圃場整備以
外の農地の利用集積に向けた、農地の出し手との協議などの取
組みも行うことができていない。
　平成24年度は、不作付地の圃場整備作業が完了する見込み
であり、不作付地に牧草を作付し利用集積を図るとともに、農地
の出し手との協議を進め、中山間地域にある当該地区の中でも
比較的条件の良い他の農地の集積を進めることにより、目標は
達成できる見込みである。

44.6%

21 北上市 上岩・中島

１組織

集落営農組織の設立 １組織

中根子
集落営農育成・確保
緊急整備支援

集落営農組織の経営規模 22.3ha

農用地の利用集積(％)



１組織 １組織 100%

１組織 １組織 100%

24.0ha 24.0ha 0%

農地の利用集積
率

73.4% 73.4% 0%

目標年度 H23.2.10 事業実施主体

第三者機関によって審議した内容及び意見

（注）１　整備事業の取組内容の順に記入する。複数年の取組にあっては、事業開始年度の早い順に記入する。

　　　２　事業実施年度欄は、複数年の取組にあっては、事業開始年度を記入する。

　　　３　実施状況報告時において、点検結果及び講じようとする措置又は点検評価及び講じようとする指導欄は、点検結果に関する都道府県の所見及び要領第７の２に基づき

　　　　講じようとする措置の内容を記入する。

      ４　事業の評価時において、点検結果及び講じようとする措置又は点検評価及び講じようとする指導欄は、点検評価に関する都道府県の所見及び要綱第８の２に基づき

        講じようとする指導の内容を記入する。

      ５　都道府県平均達成率欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

（添付資料）各事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書及び評価報告書（別添３及び別添４）を添付するものとする。

　　　　　なお、整備事業の取組内容が経営構造対策以外の場合には、別添４の添付を要しないものとする。

20.7ha

63.3%

１組織

１組織
水田・畑作経営所得安定対策への
加入

集落営農組織の設立

　当初計画では、地区内で面積が大きい農地（約1ha）から利用
集積を進め、その後、他の農地の利用集積を順次進める予定で
あった。しかしながら、最初に利用集積する予定の農地の所有
者が病気を患ったため、利用集積に向けた協議が困難な状況と
なり、所有者の家族と改めて協議を行ったが、調整がつかなかっ
た。この農地の利用集積を足がかりに、地区内の利用集積を進
める計画であり、この農家との協議を優先したことから、他の農地
の出し手との協議を進められず、目標年に利用集積に係る成果
目標を達成できなかった。
　平成23年度も引き続き、当該農地の所有者や家族との協議を
行ったが、所有者の再就農は困難な状況であり、農地を売却す
る話も出るなど、家族内の考えも方向性が定まっていない状況
であること等から、調整がついていない。また、当該農地の利用
集積を足がかりとして地区内の利用集積を進める当初計画に固
執したため、他の農地の出し手との協議が十分行われず、利用
集積は進んでいない状況である。
　平成24年度は、当初計画にこだわらず、利用集積が可能な農
地から取り組むよう指導し、関係機関と協力しながら、農地の担
い手と出し手を参集した協議の場を設定し、当該地区の中でも
比較的条件の良い農地の集積を進めるとともに、課題となってい
る農地についても、所有者や家族の理解が得られるよう、関係機
関が連携して引き続き協議を進め、目標達成に努める。

農用地の利用集積

岩手江刺農業協同組合

21 北上市 小池
集落営農育成・確保
緊急整備支援

　目標年度の平成22年度に全ての成果目標を達成していること、点検評価を終了することを報告。第三者機関か
らは了承を得た

第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

第三者機関
の開催年月日

平成22年度 整備施設等 乾燥調整貯蔵施設

195.1%都道府県平均達成率



（別紙様式２号別添）

別添３（経営力の強化を目的とする取組用）

事業実施場実施状況報告書及び評価報告書（事業実施主体等用）

都道府県名 地区名 事業実施年度

岩手県
イワテケン

稲
イナ

瀬
セ

平成18～19年度

１　施設等の整備状況

1棟998.35㎡ 869,662

調査・基礎工 12,532

本体工 857,130

２　成果目標の達成状況

計画時 目標年
（Ｈ17年度） （Ｈ22年度）

443,176

5,306 0 0 7,226

386,264 0 40,222

平成22年度

担い手への農地の利用集積

事業実施主体

（管理主体）

岩手江刺農業協同組合
(岩手江刺農業協同組合)

目　標　値

393.2ha 663.8ha

整備事業の取組内容

539.5

備　考

2500.0%

55人

63人

56人

80人

56人

80人

（上段：計画、中段：実績、下段：達成率）

３年度目

報告年度

平成22年度

整備施設等

取　組　名 成果目標

認定農業者の育成

市町村名

奥州市
オウシュウシ

政策目的 担い手の育成・確保

435,950 平成19年度

事業量等
事業費
（千円）

平成18年度

40,222

水稲

380,958 0

全体（H18～H19）

722.8

121.8%

55人 57人

57人

81人

1300.0%

663.8

1300.0%

650.0

皆増

433.5

615.3

551.1%

712.5

124.3%

2500.0%

620.0

744.4

154.8%

４年度目 ５年度目１年度目 ２年度目

計画主体

奥州市

負　担　区　分　（千円）

交付金 県　費 市町村費

目標年度

その他
実施年度

経営構造対策

36.5% 61.6%

57人

81人

121.9%

61.6%

対象作物等

乾燥調製貯蔵施設

成果目標の達成プログラム

69.1% 66.2% 67.1%

40.2% 50.0% 57.6% 60.4%

認定農業者等担い手育
成の推進

利用集積率

556.7% 250.3% 154.5% 124.2%

57.1% 70.3%

757.3

248.8%



（別紙様式２号別添）

別添４　（経営力の強化を目的とする取組用）

施設等の利用状況及び担い手の受益割合報告書

施設名等

乾燥調製貯蔵施設

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

乾籾処理量 0 2,515.0 2,516.0 2,536.0 2,414.0 3,086.0

（　　　） （ 81.5% ） （ 81.5％） （ 82.1％） ( 78.2% )

担い手の受益割合 総受益者数(A) 0 2,515.0 2,516.0 2,536.0 2,414.0 3,086.0

うち担い手(B) 0 798.0 834.0 1,146.3 1,150.0 1,606.2

0.0% 31.7% 33.1% 45.2% 47.6% 52.0%

（単位：t ） （  　　　）（ 61.0% ） （ 63.7% ） （ 86.9% ） ( 91.5% )

総販売額(A)

うち地区内農産物(B)

（　　　） （ 　　　 ）（　　　　 ）（　　　） （　　　）

施設運営に係る収支状況 収入(A)

支出(B)

（　　　） （ 　　　 ）（　　　　 ）（　　　） （　　　）

収入計画(A)

収入実績(B)

（　　　） （ 　　　 ）（　　　　 ）（　　　） （　　　）

○

(B)/(A)

収入実績割合(B)/(A)

地域内農畜産物の仕入・委
託販売額の割合

収入計画に対する収入実績
割合

(B)/(A)

収支率(A)/(B)

事業実施主体（管理主体）

利用計画に対する利用状況
（単位：ｔ）

岩手江刺農業協同組合(岩手江刺農業協同組合)

達成状況項　　目 算定指標
実　　　　　　　績

計画目標

○



（別紙様式２号　別添３）

（経営力の強化を目的とする取組用）

事業実施状況報告書及び評価報告書（事業実施主体等用）

報告年度 都道府県名 市町村名 地区名 事業実施年度 目標年度 計画主体

平成22 年度 岩手県 花巻市 中根子 平成21年度 平成22年度 中根子生産組合

１　施設等の整備状況

事業実施主体 事業費

（管理主体） （千円） 交付金 都道府県費 市町村費 その他

－
水稲、大豆、ハトム
ギ

中根子生産組合 20 10 10 平成21年度

１台
水稲、大豆、ハトム
ギ

中根子生産組合 4,341 2,170.5 2,170.5 平成21年度

１台
水稲、大豆、ハトム
ギ

中根子生産組合 565 282.5 282.5 平成21年度

4,926 2,463 0 0 2,463

２　成果目標の達成状況

計画時 目標年

(H20年度） (H22年度） １年度目 ２年度目 ３年度目

集落営農組織の設立数 1 1 1 1

1 1

100% 100%

1 1 1 1

1 1

100% 100%

1 1 1 1

1 1

100% 100%

22.3ha 28.6ha 26.6ha 28.6ha

26.6ha 31.6ha

100% 147.6%

44.6% 57.2% 53.2% 57.2%

53.2% 63.2%

100% 147.6%

成果目標の達成プログラム

実施年度対象作物等

ロータリーカルチ

整備施設等 事業量等
負担区分（千円）

乗用管理機

農業用機械の整理合理化計画の策定

計

備考（上段：計画、中段：実績、下段：達成率）

集落営農育成・
確保緊急整備支
援

うち特定農業団体と同様の要件を満た
す組織の設立数

水田・畑作経営所得安定対策への加入組織数
又は加入対象者となることを目指す組織数

利用集積面積

利用集積率

メニュー 成果目標

目標値



（別紙様式２号　別添２）

（経営力の強化を目的とする取組用）

事業実施状況報告書及び評価報告書（事業実施主体等用）

報告年度 都道府県名 市町村名 地区名 事業実施年度 目標年度 計画主体

平成22年度 岩手県 北上市 上岩･中島 平成21年度 平成22年度
上岩・中島集落
営農組合

１　施設等の整備状況

事業実施主体 事業費

（管理主体） （千円） 交付金 都道府県費 市町村費 その他

一式 －
上岩・中島集落
営農組合

2 0 2 平成21年度

ｸﾛｰﾗﾄﾗｸﾀｰ一式１台
45ps級

水稲
上岩・中島集落
営農組合

5,950 2,975 2,975 平成21年度

5,952 2,975 2,977

２　成果目標の達成状況

計画時 目標年

(H20年度） (H22年度） １年度目 ２年度目 ３年度目

集落営農組織の設立数 1 1

1 1 1 1

100.0% 100.0%

1 1

1 1 1 1

100.0% 100.0%

1 1

1 1 1 1

100.0% 100.0%

26.0ha 28.0ha

26.0ha 28.0ha 26.0ha 27.7ha

100.0% 85.0%

84.4% 90.9%

84.4% 90.9% 84.4% 89.9%

100.0% 84.6%

事業量等

計

メニュー

集落営農育成・
確保緊急整備支
援

うち特定農業団体と同様の要件を満た
す組織の設立数

水田・畑作経営所得安定対策への加入組織数
又は加入対象者となることを目指す組織数

利用集積面積

利用集積率

成果目標

実施年度対象作物等整備施設等

農業用機械の整理合理化計画の策定

高性能農業用機械の導入

成果目標の達成プログラム

負担区分（千円）

目標値

備考（上段：計画、中段：実績、下段：達成率）



（別紙様式２号　別添２）

（経営力の強化を目的とする取組用）

事業実施状況報告書及び評価報告書（事業実施主体等用）

報告年度 都道府県名 市町村名 地区名 事業実施年度 目標年度 計画主体

平成22年度 岩手県 北上市 小池 平成21年度 平成22年度 小池営農組合

１　施設等の整備状況

事業実施主体 事業費

（管理主体） （千円） 交付金 都道府県費 市町村費 その他

一式 － 小池営農組合 9 4 5 平成21年度

自脱型コンバイン１台
４条刈

水稲 小池営農組合 7,000 3,500 3,500 平成21年度

7,009 3,504 0 0 3,505

２　成果目標の達成状況

計画時 目標年

(H20年度） (H22年度） １年度目 ２年度目 ３年度目

集落営農組織の設立数 1 1

1 1 1 1

100.0% 100.0%

1 1

1 1 1 1

100.0% 100.0%

1 1

1 1 1 1

100.0% 100.0%

20.7ha 24.0ha

20.7ha 24.0ha 20.7ha 20.7ha

100.0% 0.0%

63.3% 73.4%

63.3% 73.4% 63.3% 63.3%

100.0% 0.0%

利用集積率

負担区分（千円）

計

メニュー 成果目標

目標値

備考（上段：計画、中段：実績、下段：達成率）

事業量等

集落営農育成・
確保緊急整備支
援

うち特定農業団体と同様の要件を満た
す組織の設立数

水田・畑作経営所得安定対策への加入組織数
又は加入対象者となることを目指す組織数

利用集積面積

実施年度対象作物等

農業用機械の整理合理化計画の策定

高性能農業用機械の導入

整備施設等

成果目標の達成プログラム
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